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１章　はじめに

　本報告書は、高齢社員（60歳以降の社員）の人事管理と就労の現状を明らかにしたうえで、

「高齢社員が活躍できる人事管理の方向」を提示することを目的に設置された「70歳雇用時

代における一貫した人事管理のあり方研究委員会」の調査研究成果をまとめたものである。

同委員会では、高齢社員の就労状況、人事管理の現状と将来の方向を捉えるために「高齢者

の就業と意識に関する調査」（以下、「高齢者調査」）と「高齢社員と現役社員の人事管理の

方向性調査」（以下、「経営者・管理職調査」）を行ない、それに基づいて多様な観点から「高

齢社員が活躍できる人事管理」について検討した。両調査の詳細な結果は、報告書の「Ⅱ　

クロス集計」にまとめられている。また「Ⅲ　各論」では、「高齢社員が活躍できる人事管理」

に関わる重要なポイントについて、両調査データ等を活用した詳細な分析が行われている。

　ここの総論は前半と後半の 2つの部分から構成されている。前半では「Ⅱ　クロス集計」

と「Ⅲ　各論」で明らかにされた主要な点が整理されており、2章～ 3章が「Ⅱ　クロス集

計」に、4章が「Ⅲ　各論」に対応している。このように整理された主要な調査・分析結果

を踏まえて、後半の 5章では「高齢社員が活躍できる人事管理」の方向を展望したうえで、

高齢社員の人事管理を構築するうえでのポイントが提示されている。

2章　「経営者・管理職調査」で明らかにされた主要な点

　「経営者・管理職調査」は、従業員 51人以上の営利企業で勤務する、59歳以下の経営者

と課長相当職以上の管理職を対象にした調査である。回答者（以下、「管理職」）の特徴は、

性別には男性が 95.8%と中心であり、職位別には課長相当が最も多く（46.2%）、次いで部

長相当（28.8%）、次長相当（11.9%）の順になっている。また、ここで主に扱う高齢社員とは、

「59歳以前は正社員として雇用され、60歳以降も雇用されている社員」のことを指している。

1節　高齢社員の活用の現状と今後

　管理職が所属する企業の定年制は定年年齢 60歳が 77.6%と最も多く、大手企業ほど、ま

た高齢社員比率が低い企業ほど 60歳定年が多い。定年後（65歳まで）の雇用形態は非正社

員が 61.2%と多く、高齢者の活用希望別にみると、「戦力として活用」を希望するほど正社

員が、「社会的責任として活用」を求めるほど非正社員が多くなる。

　それでは高齢社員の今後 5年間の見通しはどうか。「増加」（「かなり増加する」＋「やや
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増加する」が 71.7%）を見込む者が多く、その傾向は企業規模別には大手企業ほど、高齢者

の活用希望別には「戦力として活用」する企業ほど強い。さらに増加すると見込まれる職種

は、「専門・技術職」（38.8%）が最も多く、「事務職」（20.5%）、「営業・販売職」（16.3%）、「生

産・運輸・建設等の現業職」（14.2%）が次いでいる。企業規模別には大手企業ほど、「専門・

技術職」、「事務職」のホワイトカラー職種の増加を見込んでいる。

　それでは管理職は今後、高齢社員をどのように活用すべきであると考えているのか。管

理職が雇用すべきと考える年齢は「65歳以下」が最も多い（46.9%）ものの、「66～ 70歳」

35.7%、「年齢の上限は設けずに雇用すべき」16.4%と約半数の管理職が 65歳を超えて雇用

することが望ましいと考えている。企業規模別には大手企業ほど、高齢社員比率別には高齢

社員の少ない企業ほど、高齢社員の活用希望別には「社会的責任として活用」を希望する企

業ほど「65歳以下」が多くなる。

　高齢社員の活用方針は「戦力として活用する」との意識が強く、「戦力として」と「どち

らかといえば戦力として」を合わせると 82.9%にのぼる。

２節　高齢社員のあるべき人事管理

（あるべき人事管理の全体像）

　ここでは、管理職が高齢社員の人事管理のあり方について、どのように考えているかをみ

てみたい。まず管理職は業種、企業規模、高齢社員比率、高齢者の活用希望に関わらず現役

社員と異なる人事管理を適用すべきであると考えており、異なる人事管理を適用することが

「必要である」と「やや必要である」の合計が 81.8%を占めている。

（人事管理の個別分野の方向）

　それでは、具体的にどのような人事管理が想定されているのか。役職定年制については、

見直しが「必要」（「必要である」＋「やや必要である」）とする管理職が 74.4%と多く、そ

の部長相当職の希望定年年齢は平均すると 60.7歳である。企業規模別には大手企業ほど、

高齢者の活用希望別には「社会的責任として活用」を希望するほど、見直しが必要であると

の考えが強く、希望定年年齢が低くなる。

　人事評価については、ほとんど（84.4%）の管理職が人事評価を実施することが必要であ

ると考えている。また実施する場合には、現役社員と「どちらかといえば同じ」にすべきと

している。これを高齢社員の活用希望別にみると、「戦力として活用」するほど、人事評価

を実施し、その評価方法は現役社員に近づけるべきとしている。

　労働時間や仕事内容については、現役社員よりも「減らさない」とする回答が多いのは「勤

務日数」（「増やす」＋「やや増やす」＋「同じままにする」が 60.6%）と「期待する仕事の

成果」（60.6%）であり、「所定内労働時間」（57.0%）と「仕事内容・範囲」（54.3%）がそ
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れに次いでいる。それに対して「職責の重さ」（47.1%）、「配置転換頻度」（41.6%）、「残業

時間」（40.2%）、「出張の頻度」（39.1%）は「減らさない」が少ない。つまり、労働時間と

担当する仕事については現役時代と同じようにするが、仕事上の職責は減らし、時間や場所

については制約的な働き方とする、というのが管理職の考えている方向である。なお高齢社

員比率別には高齢者が多いほど、高齢者の活用希望別には「戦力として活用」を希望するほ

ど、おおむねすべての点で「減らさない」とする傾向が強い。

　高齢社員を雇用する場合に重視すべきことは、第一に「本人のモチベーションの維持・向

上」（「重視する」＋「やや重視する」が 84.0%）、「適材適所の人材配置」（83.9%）、「本人

や家族の健康」（83.6%）であり、「本人の能力の維持・向上」（79.7%）、「職場の上司との人

間関係」（同 78.7%）がそれに次いでいる。これを高齢者の活用希望別にみると、「戦力とし

て活用」を希望するほどすべての点で重視するとの回答が多い。

３節　高齢社員の賃金管理の現状と今後

（現役社員の賃金カーブの現状と今後）

　現役社員の賃金カーブは、図表 1－ 2－ 1に示したように「ある時点から横ばい」が

48.5%と最も多く、その場合の屈折年齢は平均 50.0歳である。それに対して、一貫して上

昇する「上昇」28.2%、「ある時点から下降」23.2%であり、「ある点から下降」の屈折年齢

は平均 53.6歳である。企業規模別には、おおむね大手企業ほど「ある点から下降」が、小

規模企業ほど「上昇」が多くなる。また賃金カーブの形状と屈折年齢はともに、高齢社員比

率、高齢社員の活用希望とは有意な関係にない。

　つぎに今後についてみると、「ある時点から横ばい」（44.4%）と「上昇」（43.0%）が中心

であり、「ある時点から下降」（12.6%）は少ない。「ある時点から横ばい」と「ある時点か

ら下降」の屈折年齢はそれぞれ 51.7歳、53.0歳である。これを企業規模別にみると、おお

むね大手企業ほど「ある時点から横ばい」、「ある時点から下降」が、小規模企業ほど「上昇」

が多い。高齢社員の活用希望別には「戦力として活用」を希望するほど「上昇」が多い。

　最後に現状と今後を比較すると、管理職は「上昇」を増やして、「ある時点から横ばい」「あ

る時点から下降」（とくに「ある時点から下降」）を減らす方向で賃金カーブの形状を改革す

る必要があると考えている。
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（高齢社員の賃金カーブの現状と今後）

　高齢社員の現状の賃金カーブは、図表 1－ 2－ 2をみると「（60歳から）大幅に減少し、

その後は横ばい」が最も多く（38.8%）、それに定年時の賃金が維持される「横ばい」（25.4%）、

定年後に逓減する「下降」（21.6%）を加えた 3つが主要なタイプである。このタイプ選択

は企業規模、高齢者比率、高齢者の活用希望のいずれとも有意な関係にない。

　今後の賃金カーブは「横ばい」が最も多く（33.2%）、「大幅に減少し、その後は横ばい」

（27.3%）、「下降」（19.2%）の順になっている。高齢者の活用希望別にみると、「戦力として

活用」を希望するほど「上昇」が多い。

　最後に現状と今後を比較すると、管理職は「大幅に減少し、その後は横ばい」（11.5%減）

を減少させ、「横ばい」（7.8%増）と「大幅に減少し、その後上昇」（5.1%増）を増やす方

向で改革すべきとしている。これを高齢者の活用希望別にみると、「戦力として活用」を希

望するほど「上昇」と「横ばい」を増やし、「下降」と「大幅に減少し、その後は横ばい」

を減らす傾向が強い。

（現役社員と高齢社員の賃金決定要素）

　現役社員（課長クラス）の基本給は、図表 1－ 2－ 3に示すように、「仕事の成果」（「重

視する」＋「やや重視する」が 89.2%）、「職務・仕事内容」（88.2%）、「能力」（84.4%）が

主要な決定要素である。それに対して高齢社員では、「職務・仕事内容」（73.7%）が最も重

図表１－２－１　現役社員の賃金カーブ

賃金カーブの形状 （%） 屈折年齢 （歳）

上昇
ある時点から
横ばい

ある時点から
下降

ある時点から
横ばい

ある時点から
下降

現状 28.2 48.5 23.2 50.0 53.6

今後 43.0 44.4 12.6 51.7 53.0

今後－現状 14.8 ▲ 4.1 ▲ 10.6 1.7 ▲ 0.6

図表１－２－２　高齢社員の賃金カーブ

賃金カーブの形状 （%）

上昇 横ばい 下降
大幅に減少し、
その後上昇

大幅に減少し、
その後横ばい

大幅に減少し、
その後は下降

現状 1.7 25.4 21.6 3.7 38.8 8.7

今後 3.5 33.2 19.2 8.8 27.3 7.9

今後－現状 1.8 7.8 ▲ 2.4 5.1 ▲ 11.5 ▲ 0.8
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視され、次いで「能力」（67.5%）、「仕事の成果」（66.7%）の順になっている。両者を比較

すると、高齢社員になると決定要素全体の重要度が低下するが、そのなかでも「仕事の成果」

の低下が顕著である。つまり、現役社員から高齢社員に転換するに伴い、仕事成果に対する

期待が大きく低下し、職務・仕事内容を中心に賃金を決める傾向が強まるのである。さらに

高齢社員の決定要素の重要度を高齢社員の活用希望別にみると、「戦力として活用」を希望

するほど「職務・仕事内容」、「仕事の成果」、「能力」を重視し、「社会的責任として活用」

ほど「年功的要素」を重視する傾向がある。

　今後の現役社員（課長クラス）について最も重視すべき決定要素は「仕事の成果」（90.3%）

であり、「職務・仕事内容」（88.4%）、「能力」（85.0%）が次いでいる。高齢社員については、

最も重視すべき要素は「職務・仕事内容」（79.2%）であり、「仕事の成果」（76.9%）、「能力」

（72.2%）が次いでいる。両者を比較すると、現状の「現役社員－高齢社員」に比べて全て

の要素で値が小さくなっていることから、これからは現役社員と高齢社員の賃金決定要素の

違いを縮小していくべきと考えられている。さらに高齢社員の決定要素の重要度を高齢社員

の活用希望別にみると、「戦力として活用」を希望するほど「職務・仕事内容」、「仕事の成果」、

「能力」を、「社会的責任として活用」ほど「年功的要素」を重視する。

　最後に高齢社員の「今後－現状」をみると、年功的な要素を排除し、職務・仕事内容、成

果、能力を重視する、そのなかでもとくに成果重視を強める、というのが管理職の描く高齢

社員の賃金制度を再編する方向である。

図表１－２－３　賃金の決定要素（「重視する」＋「やや重視する」の比率　%）

職務・仕事内容 仕事成果 能力 年功的要素

現
状

現役社員（課長クラス） 88.2 89.2 84.4 26.0

高齢社員 73.7 66.7 67.5 19.6

現役社員－高齢社員 14.5 22.5 16.9 6.4

今
後

現役社員（課長クラス） 88.4 90.3 85.0 23.0

高齢社員 79.2 76.9 72.2 16.5

現役社員－高齢社員 9.2 13.4 12.8 6.5

高齢社員 :今後－現状 5.5 10.2 4.7 ▲ 3.1

　

4節　高齢者雇用に対する評価

（高齢社員に対する評価）

　管理職の高齢社員に対する評価は、「定着度」（「満足している」＋「やや満足している」

が 68.0%）と「能力・技能・経験」（61.7%）が最も高く、「仕事の成果」（53.7%）と「モチベーショ
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ン」（47.3%）がそれに次ぎ、「仕事等の変化に対する柔軟性」（42.6%）に対する評価が最も

低い。それらの結果としての全体満足度（「全体を通して」）は、「満足している」＋「やや

満足している」が58.3%である。企業規模別には小規模企業ほど、高齢者の活用希望別には「戦

力として活用」を希望するほど、おおむね全ての項目において高齢社員を高く評価している。

　以上の高齢社員に対する評価を現役社員と比較すると、高齢社員は「能力・技能・経験」

については評価が高いが「仕事等の変化に対する柔軟性」では低く、その他は現役社員並み

である。高齢社員比率別には高齢社員が多いほど、高齢者の活用希望別には「戦力として活

用」を希望するほど高齢社員の評価は高まる。

（現役社員への影響からみた評価）

　つぎに高齢社員は現役社員にどのような影響を及ぼしているの。それを 60歳超の雇用延

長が「40歳以降の社員」に与える影響の観点からみると、「健康を維持・向上しようとする

意欲」（「高まる割合」＋「やや高まる」が 52.3%）と「職業人生・キャリアを自分で考える

意識」（50.6%）への影響が最も大きいと評価されており、「家族の健康・介護に関する知識・

情報を得ようとする意欲」（47.7%）、「高齢社員を積極的に活用しようとする意識」（47.6%）

がそれに次ぎ、「能力開発に対する意欲」（43.2%）、「専門職志向」（39.4%）、「会社への帰属

意識」（36.5%）、「40歳以降の社員のモチベーション」（38.5%）、「管理職志向」（33.5%）、「昇

進意欲」（32.4%）への影響は小さい。

　企業規模別にみると小規模企業ほど「会社への帰属意識」、「40歳以降の社員のモチベー

ション」、高齢社員比率別には高齢社員が少ない会社ほど「管理職志向」、「昇進意欲」、「会

社への帰属意識」への影響が大きい。さらに高齢社員の活用希望別にみると、ほぼすべての

点で「戦力として活用」を希望するほど影響が大きいとしている。

3章　「高齢者調査」で明らかにされた主要な点

　「高齢者調査」は、従業員規模 31人以上の営利企業で働く 60歳以上の雇用者を対象にし

た調査である。回答者は 1077名であるが、ここで紹介する主要な調査結果は、そのなかの「現

在の会社で正社員として 20年以上勤務し現在にいたった者」（「継続雇用者」と呼ぶ）につ

いてである。

　

１節　継続雇用者と会社の就労に関わる期待

①　継続雇用者の期待～働く意識と態度～

（就労する理由）
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